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目標 1 貧困 .飢餓家計の割合の削減
ターゲット12 2001年から2010年にかけて,国際的な貧困ライン以下の人々の割合
･を40%削減
































































している｡従来,｢標準的｣なクロス ･カン トリー ･ベースの成長モデルは









































































輸コストが高い ｢内陸部｣も同様),⑤貯蓄 ･投資 (設備投資 ･非設備投資とも成長率に
正の影響｡貯蓄 (特に政府貯蓄)は成長に強い正の関係),⑥貿易 ･為替政策 (公式為替
レー トの闇レートの大きな差が経済成長 と強い負の関連を持つ｡国際貿易に一貫して開
























上記の図 3で,両曲線は資本蓄積基本微分方程式の右辺の第 1項,第 2項
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を表し,両曲線の差がkの成長率 (従ってyの成長率)を表す｡両者が等し





















































































































撤廃 国市場での最恵国待遇,ベ トナム経済 (財 .サービス,投資)の漸進的開放
2001 ･貿易法実施 ･酒類 .レンガ . ･外貨持ち出し規 ･713に及ぶ税番の品目
令の改定によ 紘 .座敷タイル . 制枠を50%から40をCEPTの ｢暫定除外
り,全ての法 建築ガラス .鉄鋼 %に削減 リスト｣から ｢包含リス
的 主 体 (汰人 .個人)が,特別許可を得ずともほとんどの産品 輸出するこ を許可 の一部 .植物油の数量制限を全世界向けに撤廃 ト｣に移動
2002 ･2003年までに, ･外貨持ち出し規 ･ASEANの共通実効
砂糖 .石油製品 制枠を40%から 優遇関税 (CEPT)
を除 く全ての産 30%に削減 (5 実施のための2002年品
品の輸入数量制 月)(2003年末 目 .税率リストを提示
限を撤廃 までには撤廃) ･米国との二国間貿易協
･輸 出数量制限 ･外資系企業から 定のための実施規定,
は,繊維 .衣料 の利益送金税の 責任と実施のガイドラ











































































































































































































の分析によれば,ベ トナムの成長の陸路は物流面等の ｢物的インフラ｣と ｢私的所有権｣
であり,Dolar(2002)の指摘と機を一にしている｡
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表3 ｢2002年世界競争力報告｣におけるベ トナムのランキング
成長競争力指数ランキング 2002年ランキング (80ヶ国)中
2002年の 2001年に評価 2001年の 技術指数 公的機関指数 マクロ経済環境指
順位(80ケ国中) された国の中での順位 順位(75ケ国中) 順位 順位 数順位
ミクロ経済琴争力ランキング 2002年ランキング (80ヶ国)中
2002年の 2001年に評価 2001年の 企業運営 .戦略順位 ビジネス環境の質の順
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港湾 .壁 空輸 内陸水運 道路運送 鉄道運送 電力 電気通信
産業構造 国家カルテル 国家独占 大型貨物船-公営小民 民営 .公 のトラック 国家独占 国家独占 国家独占
サービスの利用可能性 ■合理的 良い 良い 良い 良い 悪い (電圧の変動により不安定) 悪い (新規加入に遅れoインターネット利用の事業制限)
料金 高い n.a. 場所による 競争的 適切 適切 極めて高い
生産性 低い (港 低い (袷 低い 低い 非常に低 非常に低 低い
湾のコソ 凍倉庫が (凌漠 (不十 い (鉄道 い (電力
テナ処理 不十分o 管理の 分な道 能力の未 ロスが大
(出所)WorldBank(2002b)
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(出所)Dolarよりの提供資料




















































を行い,銀行 ･保険 ･リース等の業態に米企業 (過半数の株式所有)の参入を認めるこ
ととしている｡
I肌:
表 5 部門別の有効保護率 (ERP)(2002年)
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ベ トナムの高成長 ･貧困削減は持続可能か 川:3
7.結び - ベ トナムの高成長は持続するか
Dolar(2002)はベ トナムの高成長継続に対して,以下のように若干ペシミ
スティックな結論で締めくくっている｡



















化等の ｢国有企業改革｣が必要 となるとしている｡石井 (2003)ち,90年代央までの
｢第一世代の改革｣は価格自由化,貿易自由化,赤字企業の清算など,政策形成 ･執行 ･




















































































































･トラソ ･ヴァソ ･トゥ (2003)｢ベ トナムードイモイの成果と課題｣(渡辺利夫編 『アジ
ア経済読本 (第 3版)』東洋経済新報社)
